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平成19年度　再評価対象箇所一覧表　  ８月９日審議箇所
［  林道整備　］

経過年数

（百万円） （百万円） （％） (H19.3現在)

用地補償費 用地補償費 用地補償費

（ｍ） （ｍ） （％） 工事費等 工事費等 工事費等

(1.1) 特になし

500 396 79.2% 1.1

6,764 5,590 82.6%

500 396

なし
特に変化
なし

・間伐材の
活用
・再生材の
活用

継続
再生資源
の活用

H6 H24 13

地元から
の強く要
望あり森林居住環境

整備事業
奥板山～
　　　　真寄勢

関市

事業費縮
減

費用対効
果分析

対応方針
（案）

特記事項

実施済み額 進捗率全体事業費

採択
年度

完了
予定
年度

事　業　概　要

全体事業量 実施済事業量 事業実
施率

地元の意
向

関連事業
の進捗状
況

社会経済
情勢等の
変化

環境との調
和への配
慮事項

番号 事業名 路線・河川名 市町村名
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平成１９度再評価・事後評価の対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について
別紙１ 課・室名：森林整備課

○ 事 業 名 森林居住環境整備事業
事
業 山村と都市の共生・対流を図り、快適な居住環境を広く創出することとし、居
制 事 業 目 的 住地周辺の森林、山村地域の定住基盤、森林整備の基礎となり生活環境の改善に
度 も資する骨格的な林道等の整備を総合的に実施する。
に
つ 採 択 基 準 基幹道・・・地域森林計画に記載された林道。開設効果指数が 以上。利用区1.2
い 域面積が 以上、かつ全体計画延長が 以上。着工後 年以内に利用1000ha 7km 10
て 区域面積の （延べ面積）以上の森林整備が見込まれること。10%

管理道・・・地域森林計画に記載された林道。開設効果指数が 以上。利用区0.9
域面積が 以上、かつ全体計画延長が 以上（過疎、特定・準特定市町村50ha 1km
等は 以上かつ 以上）。着工後 年以内に利用区域面積の （延べ30ha 0.8km 10 10%
面積）以上の森林整備が見込まれること。

・森林基幹道開設
・森林管理道開設

概 要
(メニュー)

○ ・水源かん養便益
費 効 う ・山地保全便益
用 果 ち ・環境保全便益
対 の 貨 ・木材生産等便益
効 項 幣 ・森林整備経費縮減等便益
果 目 換 ・一般交通便益
の 算 ・森林の総合利用便益
分 す ・災害等軽減便益
析 る ・維持管理費縮減便益
に 項 ・山村環境整備便益
つ 目 ・その他の便益《

い
て Ｂ》

費
用 そ
便 の
益 他

項B/C
＊ 目

:

費 費用の積み上げ基準＝事業費（建設費）＋ 維持管理費
用

単価の基準（事業開始年度単価）

《

Ｃ （割引率４％）》

の 維持管理費の考え方（項目・・・林道維持管理費、機械借り上げ料等）
算 （積み上げ年数・・・事業実施時から事業完了後４０年間）
定

費 Ｂ／Ｃ＝１．０以上
用
便
益
比
の
基
準



事業実施
箇所

事業主体 関市

採択年度 完了年度

事業目的

事業概要

概要図

平成19年度　　再評価実施箇所（附図）

　当林道は、森林基幹道　中美濃線に連絡しており森林施業にとって重要な路線でありながら、通行の安
全に支障をきたしている。このため、法面保護工及び舗装工事等を実施し、通行の安全を図る。

事業延長　　L=６，７６４　ｍ
（法面保全　　舗装　　排水施設）

番号 事業名
(路線・河川名等）

再評価の実施基準

平成6年度

事業採択後長期間が経過した時点で継続中の事業

森林居住環境整備時事業

平成24年度

奥板山
おくいたやま

～真寄勢
ま よ せ

　線

起点：関市洞戸字奥洞戸
終点：美濃市片知字浦山

施行前 施行後

３


